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当社及び当社子会社保有株式の売却に関するお知らせ 

 

当社は、従前より当社グループの資産効率及び財務体質の改善に向けた検討をしており

ますが、このたび、当社及び当社子会社の東芝保険サービス株式会社が保有する、株式会

社トプコン（以下、トプコン）の全株式を売却することを決定しましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 
本売却に伴い、トプコンは当社の持分法適用関連会社から除外されることになります。 

 

記 

 

１．株式売却の概要 

（１）売却対象株式 

当社及び当社子会社である東芝保険サービス株式会社が所有するトプコン株式 
当社所有（注）    32,566,800株（発行済株式総数の 30.13%） 

東芝保険サービス所有   277,300株（発行済株式総数の 0.26%） 

合計         32,844,100 株（発行済株式総数の 30.39%） 

（注）引受人によるオーバーアロットメントによる売出しに伴うグリーンシュ

ーオプション付与分（3,150,000株）及び海外販売に関して引受人に付与する

追加買取権の対象分（1,050,000株）を含む。 

 

 

 



（２）売却方法 

売出しの方法によるものとし、野村證券株式会社及びみずほ証券株式会社を共

同主幹事会社とする引受人が買取引受けします。なお、当該株式の一部につき、

欧州及びアジアを中心とする海外市場（ただし、米国及びカナダを除く。）の海

外投資家に対して販売（海外販売）されることがあります。 

 

（トプコンの概要） 

会社名   ： 株式会社トプコン 

本社所在地 ： 東京都板橋区蓮沼町 75番 1号 

設立    ： 1932 年９月１日 

代表者   ： 代表取締役社長 平野 聡 

資本金   ： 16,638百万円（2015年 3月末現在） 

売上高   ： 128,569百万円（2015年 3月期）  

従業員数  ： 4,148名（2015 年 3月末現在）  

主要株主： 株式会社東芝、STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY、日本

マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社、TAIYO FUND, L.P.他 （2015 年 3月末

現在） 

事業内容  ： 測量・GPSシステム製品、眼科向け医用機器を中心とした精密

光学機器の製造・販売 

 

２. 株式売却の目的 

 現在、当社はキャッシュフローを基軸とした経営を推進しており、当社グループの資産

効率及び財務体質の改善を目的として、本株式の売却を決定しました。 

 

３．今後の見通し 

2015年 9月 8日（火）から 2015 年 9月 10日（木）までの間のいずれかの日において、

引受人への売却価格（引受価額）が決定される予定です。現時点では、売却額（連結）は

およそ 500億円～600 億円、税引前売却益（連結）はおよそ 300億円～400億円の範囲を想

定しておりますが、今後の株式市況等の要因によって大きく変動することも予想されます。

株式売却の影響については、売却価格の決定後、速やかに公表いたします。 なお、2015年

度(2016 年３月期)の業績予想につきましてはまとまり次第お知らせいたします。 

 

４． 本件実行後の事業上の関係について 

本件実行後もトプコンとの協業関係については継続する予定です。 

以 上 



 

＊（注意事項） 
本文書に記載されている事項には、当社グループの将来についての計画や戦略、業績に関
する予想及び見通しの記述が含まれています。これらの記述は、当社が現時点で把握可能
な情報から判断した想定及び所信に基づく当社の予測です。実際の業績は、多様なリスク
や不確実性により、当社の予測とは大きく異なる可能性がありますので、ご承知おきくだ
さい。なお、リスクのうち主なものは以下のとおりですが、これに限られるものではあり
ません。 
・ 地震、台風等の大規模災害 
・ 国内外における訴訟その他争訟 
・ 当社グループが他社と提携して推進する事業の成否 
・ 新規事業、研究開発の成否 
・ 国内外の政治・経済の状況、各種規制等 
・ 主要市場における製品需給の急激な変動及び価格競争の激化 
・ 生産設備等に対する多額の資本的支出と市場の急激な変動 
・ 金利為替等の金融市場環境の変化 

 


